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未婚のひとり親に対する措置と
寡婦控除の見直し
　これまでの寡婦（夫）控除では婚姻歴の有
無や性別によって控除の適用要件が異なって
いましたが、公平な税支援を行うために「ひ
とり親控除」が創設されます。
　適用できる要件は、婚姻歴や性別にかかわ
らず、「配偶者や事実上婚姻関係と認められ
る続柄の者がいないこと」「本人の合計所得
金額が500万円以下」「生計を一とする子（総
所得金額等が48万円以下）がいる」ことです。
　寡婦控除については、上記の「ひとり親控除」
には当てはまらないが、配偶者と死別した人
や、離婚して子以外の扶養親族がいる人に適
用となる控除であり、適用要件に「本人の合
計所得金額が500万円以下であること」が追
加されます。

給与所得控除・公的年金等控除から
基礎控除へ10万円振替に
　特定の収入にのみ適用される給与所得控除
と公的年金等控除の控除額を一律10万円引き
下げ、どのような所得にも適用される基礎控
除額を10万円引き上げます（図１）。

新型コロナウイルス感染症などの
影響による措置
　新型コロナウイルス感染症緊急経済対策とし
て、個人へ給付された特別定額給付金の10万
円は非課税です。また、子育て世帯への臨時特
別給付金についても同様です。
　ほかにも、指定行事の中止によるチケット払
い戻しを受けない場合には、寄附金控除が受け
られることがあります。令和２年２月１日から
令和３年１月31日までに、新型コロナウイル
ス感染症により国の自粛要請を受けて中止され
たイベントで、文化・スポーツ庁の指定を受け
ていることが条件となります。対象となる場合
は、確定申告などの際に申告が必要です。

　給与所得控除は、段階的に見直しを進めて
きました。控除額を主要国並みに適正化する
ため、給与収入が850万円超の場合の控除額
が195万円に引き下げられます。ただし、23歳
未満の扶養親族がいる人や特別障害者である
扶養親族がいる人、本人が特別障害者である
場合は、負担が生じないよう所得金額調整控
除が適用されます。
　公的年金等控除は、給与所得控除と異なり、
控除額に上限がなく、年金以外の所得が高い
人と年金のみで暮らす人で、同じ控除を適用
していました。世代内の公平性を確保するた
め、公的年金等収入が1,000万円超の場合の
控除額に195.5万円の上限を設け、公的年金
等以外の所得金額が1,000万円超の場合は控
除額がさらに引き下げられます。
　基礎控除は、所得金額にかかわらず一定の
控除を適用していましたが、所得によって税
負担を軽減するために、合計所得金額が2,400
万円超から控除額が逓減し、2,500万円超の場
合には基礎控除の適用ができなくなります。

　高齢化社会や働き方の多様化などを踏まえて、令和３
年度の市民税・県民税から、公的年金等控除や給与所得
控除、基礎控除の見直しがされます。また、ひとり親に
対する控除の創設や新型コロナウイルス感染症に対応す
るための措置もあります。この改正は、令和２年１月以
降の所得に適用されます。
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高齢化社会や働き方の多様化などを踏まえて
市民税・県民税市民税・県民税のの制度制度がが一部変一部変わりますわります

お問い合わせは
市民税課
421-6691へ

■給与所得控除などの改正に伴う所得控除などの要件の変更点

要件 改正後 改正前

同一生計配偶者及び扶養親族の
合計所得金額要件 合計所得金額48万円以下 合計所得金額38万円以下

配偶者特別控除に係る
配偶者の合計所得金額要件

合計所得金額
48万円超133万円以下

合計所得金額
38万円超123万円以下

勤労学生控除の合計所得金額要件 合計所得金額75万円以下 合計所得金額65万円以下

障害者、未成年者、ひとり親及び寡婦に対する
非課税措置の合計所得金額要件 合計所得金額135万円以下 合計所得金額125万円以下

家内労働者等の必要経費の特例
（必要経費に算入する金額の最低保障額） 55万円 65万円

インターネット
中継

会議録検索
システム

■図 1

給与

必要経費

給与所得控除等
から

基礎控除へ振替

（×税率）

給与所得控除

▲10万円

基礎控除等

公的年金等
控除

▲10万円

＋10万円

公的年金等フリーランス、請負、
起業等による収入

税 額


